
議題案：各地域における NGO・JICAの連携協議と実践事例

 提案者

横浜事例

・横浜 NGOネットワーク（YNN）
・JICA横浜

沖縄事例

・おきなわ国際協力プラットフォーム（OIC-PF）/レキオウィングス

・JICA沖縄

 提案の背景

2019年より、地域の課題やニーズを踏まえた NGOと JICAとの協議・連携

の実現を目指し、地域ごとの協議会の取組みを開始した。この 3年間で地域

の JICA センターとネットワーク NGO 等が模索しながら協議を継続し、今

年度協議の場から具体的な実践事例が生まれた横浜と沖縄の事例を共有す

る。

 論点

（横浜分）

① よこはま国際協力・国際交流プラットフォーム

国際協力・多文化共生を連携して推進するために 2010 年に設立。現在

の構成団体は、横浜 NGOネットワーク、JICA横浜、横浜市国際交流協

会、神奈川大学、横浜市国際局の 5者。「よこはま国際フェスタ・フォー

ラム」を開催してきたが、2020 年度から ICT を活用し SDGs 推進を強

化するために「SＤＧｓよこはま CITY」(年 3回開催)へと転換。

② NGO-JICAラウンドテーブル＠よこはま

地方版 N-J 協議会として 2019 年度中の開催を予定したが、covid-19 に

より中止となり、2020年度にオンラインにより初開催。

第 1回テーマ：withコロナ下における国際協力（2021年 1月）コロナ

禍の地域 NGOの ICT活用の課題が確認される。

第 2 回テーマ：アイデア×インターネット×国際協力・多文化共生

（2021年 9月）

③ NGO等活動支援事業（ICTを活用した NGO能力強化研修）

上記 NGO-JICAラウンドテーブルにおいて、ICT活用を希望するものの
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具体的な方法が分からないという NGO側からの意見を基に、「ICTを活

用した NGO 能力強化研修」を企画。オンラインセミナーおよび希望団

体向けの個別指導（①ウェブサイトの改善、②オンラインセミナー・イ

ベント開催、③動画撮影・編集、④ファンドレイジング）から構成。

第 1回テーマ：「NGOと国際協力 ～Why,What,Who再考～」

第 2回テーマ：「ミッションとパッション ～ICT 活用での組織強化と

組織運営～」

第 3回テーマ：「ブランディングとマーケティング ～ICT 活用術～」

第 4回テーマ：「メディアリテラシー ～Doと Don't～」

（沖縄分）

④ おきなわ SDGs国際協力ネットワーク形成プログラム（国際協力に向け

た企業×NGOの連携）

NGO と企業等が出会う場を創り、協働を模索していくことで、NGO と

企業等の協働モデルが生まれるとともに SDGsに係る沖縄発の国際協力

のネットワークの基盤形成につながることを目的として実施してきたプ

ログラムの趣旨と成果を報告

⑤ おきなわ国際協力プラットフォーム（OIC-PF）
2030 年までの SDGs 目標年の近い将来に向け、沖縄において今後も連

携した事業形成・実施、人材育成、ネットワークの強化・拡充に取り組

んでいくためのプラットフォームの紹介
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沖縄版「NGO-JICA協議会」の構想

開発協力大綱（2015年～） ：民間、自治体、NGO等が開発途上国の持続的成長に重大な役割を果た
していることから、ODAのみならず、多様な力を集結する

沖縄振興（沖縄 21 世紀ビジョン等）への JICA の役割 ：「JICA は沖縄の特性に配慮し、沖縄の国
際協力の推進に資するよう努める」（改正沖縄振興特別措置法第87条）

⇒SDGs達成には、企業、NGO等が単独でなく、個々の強みを持ちよって事業を実施すること（パー
トナーシップ形成)が必要。国際協力活動においても然り。JICA沖縄は、その【場】をつくるため、
「おきなわ国際協力プラットフォーム（OIC-PF）」運営事務局の設置を決定（2021年7月）。

活動メニュー（案）：

⇒特非）レキオウィングスが受託し、事務局が発足（2021年10月）。それまで実施していたNGO等
提案型プログラム「おきなわSDGs国際協力ネットワーク形成プログラム」で形成した沖縄県内の
NGO・企業のネットワーク協働開始の成果をそのまま引き継ぐことができた。

連携協議会 調整会議 分科会

研修ワークショップ イベント

情報発信

各種相談
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2021年度第 2回 NGO-JICA協議会 議題提案書

1）提案者：

氏名：堀内葵

所属：国際協力 NGOセンター・シニア・アドボカシー・オフィサー

メールアドレス：horiuchi@janic.org
電話：03-5292-2911

2）提案議題タイトル：

米国政府主催「民主主義のためのサミット」において発表された日本の取り組み詳細について

3）提案の背景（400字以内）：

2021年 12月 9日から 10日にかけて、米国政府主催の「民主主義のためのサミット」がオンライ

ンにて開催され、岸田文雄・内閣総理大臣が参加し、中谷元・総理大臣補佐官も同席した。同サ

ミットは、ジョセフ・バイデン米国大統領の呼びかけの下、「腐敗との闘い」、「権威主義から

の防衛」、「人権尊重の促進」をテーマとし、世界各国の政府、市民社会等から幅広く多様なリ

ーダーが集まり、民主主義を強化するための議論が行われた。岸田総理大臣は、「自由、民主主

義、人権、法の支配などの基本的価値を損なう行動に対して有志国が一致して臨むこと」、「日

本政府によるアジアの国々における和平プロセス、平和の定着、復興の後押し、人材育成、メデ

ィアの自由の強化、選挙、司法を含む各種制度の構築・整備支援」、「健全な民主主義の発展の

ために中間層を守り、気候変動などの地球規模の課題や『人』を大切にした未来に向けた投資」

などについて発言した。

本協議会は、同サミット開催後に初めて開催される NGOと外務省・JICAとの対話であるため、

議題提案を行うものである。

4）論点（400字以内）：

岸田総理大臣が発表した「日本の取組についてのコミットメント」に関して、以下の点を伺いた

い。

1）日本の取組についてのコミットメントには、

（2）透明性の高い政府開発援助（ODA）の実施

ア ODA実施状況について、OECD・DACへの報告や開発協力白書の毎年の発行といった取組によ

り、国際的・国内的に透明性とアカウンタビリティーを引き続き確保する。

イ 不正行為を防止するための監視体制等を通じ、ODAの適正かつ効率的な実施を引き続き確保す

る。

と記載されている。

このうち、JICAによる透明性とアカウンタビリティー確保のための取り組みについて詳細を伺い

たい。

2）同じく、日本の取り組みについてのコミットメントには、

（３）専門家派遣、研修、人材育成等の各種支援・プログラム

以下のような取組を様々な国で実施することを通じて、人材育成や組織の能力構築・強化を後押

しする。

ア 国家警察の能力強化：インドネシア、コンゴ（民）他
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イ 法令・司法制度の整備・運用：ベトナム、インドネシア、ラオス、カンボジア、ネパール、バ

ングラデシュ他

と記載されている。

このうち、JICAによる「法令・司法制度・運用」のプロジェクトについて、本コミットメントに

含まれる検討中の案件について、その件数、金額、対象国、実施概要を伺いたい。

3) 2021年度第 1回 NGO-JICA協議会において、途上国の市民社会組織への直接支援に関して、

「JICAの技術協力プロジェクトでパイロット事業や現地再委託等、現地の団体が実施している事

例はある。具体的なテーマも含めて個別に相談したい。」と発言があった。上記「民主主義のた

めのサミット」には、ミャンマーやアフガニスタンは招待されなかったが、本年 8月にタリバン

政権が成立して以降の社会の混乱、海外からの資金封鎖に加え、アフガニスタンでは深刻な旱魃

による食糧危機や栄養不良などが懸念されている。日本の市民社会組織も現地パートナーと協力

して支援活動を実施しているが、ぜひ JICAにも現地の市民社会組織への支援を強化していただき

たい。民主主義定着を含め、アフガニスタン社会の安定に向けた JICAの取り組みについても伺い

たい。
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○法司法整備能力強化支援（2020年度～）

東ティモール★★

○法整備・執行の質及び効率性向上（2020年度～）

○改正競争法に基づく競争政策施行能力強化（2019年度～）

※1996年度～

ベトナム★★★★
○仏語圏アフリカ刑事司法研修（2019年度～）

※2013年度～

＜コートジボワール等＞ ★

カンボジア★

○公正競争環境促進フェーズ２（2019年度～）

※2004年度～

○法整備支援アドバイザー（2015年度～）

※2009年度～

ネパール★

モンゴル★

○法・司法制度整備支援 （2018年度～）

※2013年度～

ミャンマー★★★★

○法の支配発展促進（2018～）

※1998年度～

ラオス★★

○民法・民事訴訟法運用改善（2017～2022年度）

※1998年度～

○調停制度・事件管理強化（国別研修）

（2020年度～）

※2017年度～

バングラデシュ★

2021年度に実施した法整備支援案件
（技術協力プロジェクト／個別案件）

スリランカ★

○刑事司法実務改善（国別研修）（2021
年度～）

※2019年度～

※当該国における法整備支援案件（小規
模セミナー等は除く）の開始年度

主な協力分野と活動例：
★民事司法
民法制定、民事訴訟実務改善
調停制度導入

★刑事司法
刑事訴訟実務改善、少年司法制度改善

★知的財産権法
知財法制定、知財紛争処理制度構築

★競争法
競争法改正、競争当局能力強化

★法案起草能力強化
法令整合性確保など
（※2019年度の活動に基づく分類）

○権利保護及び市場自由化のための司法能力強化
（2020年度～）

ウズベキスタン★

○ビジネス環境改善のためのドラフターの能力向上及び紛
争解決機能強化プロジェクト（2021～）

※2006年度～

インドネシア★★★

○競争法アドバイザー（2020年度～）

マレーシア★

タイ★

○競争法執行能力強化（2021年度～）
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2021 年度第 2回 NGO-JICA 協議会
報告事項提案書

１）提案者
氏名：吉椿雅道
所属：特定非営利活動法人 関西NGO協議会
メールアドレス：
knc＠kansaingo.net、yadao18＠hotmail.com、miwako.takahashi＠kansaingo.net
電話：06-6377-5144（関西 NGO 協議会）

２）報告依頼事項
「JICA が管理する ODA の無償資金協力支払前資金にかかる改善策」が実施されることに
よって、想定されるNGO事業への影響について
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press4_009189.html

３）報告依頼の趣旨
JICAが実施するODAの無償資金協力案件、途上国の開発を無償で助けるための資金
は、外務省から JICAに交付され、JICAが先方政府に支払うまでの間、国際協力機構法に
基づき、JICAが管理することになっています。しかし、この支払前資金の総額は、2020
年度末時点で、約 1,960 億円に達しているとの報道が朝日新聞などで 10 月 21 日に流れま
した。
https://www.asahi.com/articles/ASPBN6TKBPBNULFA00J.html

それに伴い、その適正化を図るため、外務省が改善策を発表しましたが、資金を供与す
る契約期限を過ぎた場合には事業の打ち切りや国庫返納の可能性も含めて検討されていま
す。
外務省の提示した改善策の内容及びそれに対する JICA 側の対応、また、今回の改善策を
実施するうえで、NGO事業に関して想定される影響などについてご説明いただければと
思います。
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2021 年度第 2 回 NGO-JICA 協議会

報告事項提案書

１）提案者

氏名：中島隆宏

所属：NPO 法人 名古屋 NGO センター

メールアドレス：info@nangoc.org

電話：052-228-8109

２）報告依頼事項

「JICA 環境社会配慮ガイドライン」の改定プロセスとその結果について

３）報告依頼の趣旨

環境社会配慮ガイドラインについては、2020 年より、日本政府、日本の NGO や企業、有

識者等により構成される「国際協力機構環境社会配慮ガイドラインの改定に関する諮問委

員会」を設置し改定のプロセスが進められました。そこで、2021 年 7 月には国際協力 NGO

センター、名古屋 NGO センター、関西 NGO 協議会の共同主催にて、諮問委員会委員をはじ

め、ネットワーク NGO や NGO-JICA 協議会コーディネーター団体からも協力をいただき、

『JICA「環境社会配慮ガイドライン」改定案パブリックコメントに向けた NGO/CSO 向け勉

強会』を開催いたしました。また、その後実施された、パブリックコメントの募集にも多

くの NGO が参加した経緯があります。

2021 年 10 月第 12 回諮問委員会をもって一連の作業は終了しておりますので、次回の NJ

協議会にて、JICA 側から改定された内容についてご報告をいただく機会になればと思って

おります。

とくに、JICA 環境社会配慮ガイドラインは、ガイドライン策定当初から多くの NGO が関

わらせていただいたこともあり、NGO-JICA 協議会でも継続して報告がされてきました。ま

た、海外でプロジェクトを展開している国際協力 NGO にとっても関係することでもあり、そ

のプロセスにおいてどのように市民社会の声が反映されたのか、また、改定のポイントと留

意点などについてご説明いただければと思います。
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1

2022 年 1 月 24 日

独立行政法人国際協力機構

国際協力機構環境社会配慮ガイドラインの改正ポイント

１． 全体

（１） 環境社会配慮の責任は相手国等であり、国際協力機構は支援と確認を行うといった

これまでの環境社会配慮ガイドライン（以下、GL）の基本的な考え方や枠組みに変更

はない。カテゴリ分類（カテゴリ A、B、C、FI）、助言委員会の関与、情報公開、モニ

タリングなどの主要なプロセスも変更はない。

（２） 諮問委員からの意見により、GL と別に作成・公表している「GL に関するよくあ

る問答集（FAQ）」については GL1.9 「普及と運用」に記載した（FAQ は、GL の一部

を構成するものではないが、運用上において参考とするもの。）。

２． 各論での改正ポイント

今回の改正におけるポイントは以下の通り。

（１）GLの理念、気候変動

① GL の序章や基本的事項において、SDGs、パリ協定に基づく脱炭素社会構築に向け

た国際社会の取組等に言及。

② 温室効果ガス総排出量推計について「一定量を超える温室効果ガスの発生が見込まれ

る事業では、事業実施前に温室効果ガス総排出量を推計し公表する。」と GL 別紙 1
で明記。FAQ に、推計の対象を事業による年間の排出量が 25,000 トン（CO2 換算ト

ン、スコープ１（事業からの直接排出））以上とする旨を明記。

③ ミティゲーション・ヒエラルキー（回避、最小化、緩和、代償の順で検討する）の考

え方を明記。

（２）情報公開

① カテゴリ A 案件で公開する環境アセスメント報告書は、迅速性等を考慮し、「相手国

政府の承認担当省庁の承認を得た、もしくは相手国政府の承認担当省庁へ提出された

環境アセスメント報告書を、合意文書締結の 120 日以前（※）に公開する。」と変更。

※海外投融資は公開期間を最低 60 日とする。

② なお、カテゴリ A 案件について、承認担当省庁提出版を 120 日間公開（※）する場

合に、追って環境アセスメント報告書が相手国承認担当省庁に承認されたことを、原

則として合意文書締結前に確認する旨 FAQ に明記。協調融資等で真にやむを得ない

場合に限定される運用として、合意文書締結後の承認取得を認めることとした。

（３）E/S借款時の環境レビュー

① エンジニアリング・サービス借款（E/S 借款）について、同借款供与中に環境社会

影響が生じることは通常予見されないが、例外的に発生することが予見される場合

は、当該影響を E/S 借款供与に先立つ環境レビュー時に確認する。

② E/S 借款供与前に予見されていなかったにも拘らず、途中で影響が顕在化した場合

は、GL の「重大な変更」と同様に改めてカテゴリ分類、環境レビューを行う。

NGO-JICA 協議会資料
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2

（４）現地ステークホルダー協議・人権

① 現地ステークホルダーの参加や協議の際の重要な配慮項目を、別紙 5 として拡充。

「意味ある協議」の内容や、社会的弱者への配慮、影響の大きい案件について計画

段階早期から環境社会配慮の実施期間中までの情報公開・現地ステークホルダー協

議の実施を記載。

② 「意味ある協議」は、「双方向であるとともに意識操作や干渉、強制、差別、脅迫

のないものとする」旨を追記。

③ 苦情処理について、現行 GL では住民移転に対しては記載されていたが、これを環

境社会影響全般を対象とした記載に変更。

④ プロジェクトが雇用する保安要員やその他の安全確保のための要員を用いる場合に

は、予防と自己防衛目的を除き警備能力の行使を行わないことを GL に明記。

（５）生物多様性

① 「重要な生息地」の運用は、生物多様性条約・ポスト愛知目標の採択見通しや、世

銀の生息地区分・配慮の精緻化を踏まえ、より厳格な対応の議論があったが、最終

的に本改定では大きく変更せず。

② 保護区外での事業実施を原則とする規定は維持。

（６）非自発的住民移転

非自発的住民移転の補償基準は住民移転計画を通じて公開される。個々の被影響住民

と合意される補償内容は、文書で対象者に説明され、いつでも当人がその内容を確認

できることを原則とする旨明記。

（７）先住民族

先住民族に影響を及ぼす場合、十分な情報が提供された上で、自由な事前の合意

（Free, Prior, and Informed Consent)が得られるよう努めることを明記。

以上
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2022年1月24日

独立行政法人国際協力機構

異議申立手続要綱：改正のポイント

1. 異議申立審査役（以下、審査役）の独立性・中立性

(1) 審査役の位置づけに関し、「理事長直属」（英訳版では”under the direct control of the 
President”）を「理事長に直接報告を行う」（directly report to JICA’s President）という表現

に改めた。（改正版要綱「1. 趣旨」）

(2) 審査役の中立性をより強化するために、JICAとの雇用関係にあった人物はそれから少なく

とも2年が経過するまでは審査役に任命できないこととした。（改正版要綱「4. 異議申立審

査役 (2)」）

2. 審査役の調査期間

原則2ヶ月以内（合計4ヶ月まで延長可）から原則4ヶ月以内（合計8ヶ月まで延長可）に変更。

（改正版要綱「11. 理事長への報告(1)、(4)」）

3. 申立人の要件

2人以上を「原則2人以上」に変更。（改正版要綱「7. 申立人の要件 (1)」）

4. 異議申立の期間

「案件終了まで」から「プロジェクトが終了して1年が経過するまで」に変更。（改正版要綱「8. 
異議申立の期間」）

5. 申立書の記載内容

(1) JICAによる不遵守があったと考えるガイドラインの条項の特定については、必須項目では

なく任意記載事項とした。（改正版要綱「9. 申立書の内容 9)」）

(2) JICAによるガイドライン不遵守と申立人が被った被害との因果関係については、必須項目

ではなく任意記載事項とした。（改正版要綱「9. 申立書の内容 10)」）

(3) 「相手国等との対話の事実」を「相手国等との対話に向けた努力」に修正し、相手国等と対

話・協議を行うことができない場合でも申立は可能であることを明示した。また、相手国等と

対話を行うことが困難な場合には、（異議申立に至る前に問題を解決するという観点から）

JICAに相談するよう追記した。（改正版要綱「9. 申立書の内容 5)」）

(4) 「JICAとの対話の事実」を「JICAとの対話に向けた努力」に修正。また、JICA側も申立人と

の対話に向けた努力を行うこととした。（改正版要綱「9. 申立書の内容 6)」）

(5) 遵守・不遵守（コンプライアンス）の審査と、紛争解決に向けた当事者間の対話の促進に関

し、申立人がどちらか一方に重きを置くことを希望する場合には、申立の際にその意向を表

明でき、また審査役もそれを考慮した上で調査を計画・実施できることとした。（改正版要綱

「9. 申立書の内容 7)」、「10. 異議申立手続のプロセス」(4) 1)）

NGO-JICA 協議会資料

＜資料6-3＞
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6. 異議申立手続の周知

審査役だけでなく、JICAの事業担当部署も相手国等と協力し、異議申立手続の存在・活動内容

が被影響住民等に認知されるよう努力する旨、追記された。（改正版要綱「14. 情報公開 (6)」）

以 上
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2021年度第2回NGO-JICA協議会議題提案

1）提案者（氏名、所属団体名・役職、連絡 E-mail アドレス・電話番号）

「環境・持続社会」研究センター（JACSES）、プログラム・ディレクター、田辺有輝

tanabe@jacses.org 03-3505-5553

国際環境NGO FoE Japan、開発金融と環境チーム、波多江 秀枝

hatae@foejapan.org 03-6909-5983

2）提案議題タイトル

JICA債発行における新規石炭火力支援の是非に係る説明とJICAの資金調達リスクについて

3）提案の背景（400 字以内）

国際協力機構（JICA）は、2021年4月28日の第6次政府保証外債発行以降、複数のJICA債発行

時に、債券発行で調達した資金を石炭火力発電事業への出融資には充当しない旨を表明して

きた。しかし、JICAは複数の石炭火力発電事業について支援中であり、複数の事業において

支援に向けた準備も行われている。石炭火力発電事業への出融資には充当しない旨を表記し

た理由及び上記複数の案件支援との整合性についてJICA担当者に確認したところ、一部の投

資家から石炭火力発電支援の是非に関する問い合わせがあり、調達資金で石炭火力発電事業

への支援を予定していないため表記したとのことである。

4）論点（400 字以内）

1. これまでJICAに対して投資家から石炭火力発電支援の是非に関する問い合わせは何

件あったか。また、その中で石炭火力発電支援停止を求めるエンゲージメントは何

件あったか。

2. 調達資金で石炭火力発電事業への支援を予定していないとのことであるが、債券発

行による調達資金は有償資金勘定に全体として組み込まれ、仮に想定案件があった

としても、分別管理はされていない。また、仮に債券発行時の想定案件で返済遅延

やデフォルトが生じた場合であっても、その債券の利払いや償還に直接影響するわ

けではない。したがって、「石炭火力発電事業への出融資には充当しない」との表

現は投資家に間違った理解を与える不適切な表記であると考えるが、JICAの見解を

伺いたい。

3. 2021年3月に国内外のNGOが共同でJICA債の発行主幹事及びJICA債保有機関39社に対

して質問状を送付したところ、JICA債保有機関14社から回答があり、内3社はJICAや

債券指数プロバイダーとエンゲージメントを行なったと回答、1社は今後JICAとのエ

ンゲージメントを検討していると回答した1。欧米の機関投資家では石炭からのダイ

ベストメントが急速に拡大し、グリーンボンドの発行体もダイベストメント対象に

                           
1 http://jacses.org/1063/

＜資料7＞
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なっている2。日本でも多くの機関投資家が石炭火力発電事業に関するエンゲージメ

ントを始めている中、新たな石炭火力発電事業への支援の可能性を残しているJICA

の資金調達リスクは高まっている。将来のJICAの資金調達リスクについて、JICAは

どのような認識と対応策を持っているか。

                           
2 例えば、アムンディ、アクサ、NNIPがインドのステイトバンクのグリーンボンドについて、石炭採

掘に関連しているとして撤退したとの報道がある。https://citywireselector.com/news/amundi-axe

s-state-bank-of-india-green-bonds-over-coal-mine-financing/a1441102
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1） 企画部総合企画課・国内事業部市民参加推進課

2） JICA 寄附金活用事業の制度運用見直しについて

3） 提案の背景（400 字以内）

 JICA は、外部アクターとの協働・共創を通じた事業の効率化やインパクトの

最大化を推進しており、寄附金活用事業もその一つに位置付けている。

 他方、現行の寄附金活用事業（「世界の人々のためのＪＩＣＡ基金事業」）の制

度では、NGO等との協働による対象事業の案件発掘・形成が必ずしも十分に

行えていない。

 また、民間企業や地方自治体等の寄附者からは CSR 等の観点から寄附に

当たって寄附金の使途をさらにわかりやすく特定していきたいとの要望が寄

せられている。

 かかる課題の解決に向け、JICA 寄附金活用事業を見直し中。

4） 論点（400 字以内）

 「世界の人々のための JICA 基金」活用事業（既制度）に関しては、各団体と

の契約形態を簡素化するとともに、主管部門を国内事業部から国内機関（13

機関）へ移管。これにより、JICA 基金から草の根技術協力事業への各団体

のステップアップをより手厚く JICA が支援できるようになることに加え、各国

内機関が地域のNGO等と緊密にコンサルテーションを行うことで、採択・実施

案件数の増加を目指している。

 寄附者の関心に応じて寄付先を選択可能な新制度として、「SDGｓ基金」の設

置を検討中。これは、複数のJICA関連事業を寄附受入先として用意し、寄附

者（民間企業及び自治体）が寄附先を選定できるようにするもの。

 両制度を設計・運用する際には、JICA が外部のパートナーとの連携をこれま

で以上に強める契機とするとともに、寄附金市場全体の活性化にも貢献する

ことに強く留意する。

＜資料8-1＞
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1） 国内事業部市民参加推進課

2） NGO 等提案型プログラムの今後について

3） 提案の背景（400 字以内）

2016 年度に NGO 等提案型プログラムとして実施が始まり、今年度で 5 年が経

過する中でより NGO が抱える課題やニーズに対して適時かつ柔軟に対応できる

制度とすべく検討を重ねてきた。

4） 論点（400 字以内）

1 年に 1 回の公募プロセスに代え、各団体が計画する研修事業案について、年間

を通じてコンサルテーションを行い、実施可否を随時検討することとする。なお、各

団体との契約方法は、当該案件の内容や規模に応じて JICA の調達規定による

ものとする。

＜資料9-1＞
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